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1.は じ め に

情報技術(lnformationTechnology:以 下IT)の 急激 な発展ともない,複

雑なあるいはこれまでの経験にない操作系が市場 に出回ることになっている。

そのため,製 品のユーザビリティに対する関心が,こ の数年高まりつつある。

一般的に
,製 造業ではユーザ ビリティ活動は製品の使いやすさを扱う故に,デ

ザイン部門の担当であるとみなされてきた。特に,国 内では開発の最終段階で

の操作性の評価を指 して言うことが多い。

一方,ISO13407に 示されるように,ユ ーザビリティ活動はユーザテスティ

ングにとどまるものではなく,開 発上流か ら製造を経て販売,保 守に至る全て

の製品ライフサイクルにおいて実施 されるものである。

これ らの活動を改善するためには,ISO9000sの ように活動の可否を2値 的

な評価で行 うよりも,企 業の状況に応 じた細かな対応であることが望ましい。

適切な評価 レベルの設定によって,正 しく現状を把握 し,次 の 目標に向かって,

段階的にユーザビリティ活動の改善を計画することができる。この段階的なレ

ベル設定を記述 したものが成熟度モデル(maturitymodel)の 特徴である。人

間中心活動に対する成熟度モデルは,製 品のユーザビリティのみならずあるい

は情報システム開発組織の評価には欠かせないものである。現在(2000年4月)

の段階で,国 際的にいくつかの研究グループがユーザビリティに関する成熟度

モデル研究 を進めている。本報告は,そ の中の特徴ある成果について解説を行

う。
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2.INUSE(lnformationEngineeringUsabilitySupportCentres)

プ ロ ジ エ ク ト

2-1.UsabilityMaturityモ デ ル

欧 州 に お け るINUSEプ ロ ジ ェ ク トの 中 でWP(WorkPackage)5と して,

"A
ssessmentofUsabilityEngineeringProcess"と して 次 の2つ の プ ロ ジ ェ

ク トが 行 わ れ,現 在 も継 続 され て い る 。

1)WP5.1

2)WP5.2

ToidentifyamaturityassessmentprocessforUsabilityEn-

gineeringProcessesinanorganization'sdevelopment,lifecy-

cle"

ToinvestigateformalschemesforqualityasSuranceofusa-

bilityprocedures,productsandstaffperformingwork
、

WP5.1で は,人 間 中 心 設 計 が どの 程 度 の成 熟 度 で 達 成 さ れ て い るか を評 価

す る こ と を 目的 と し て 次 の2つ の 研 究 が 実 施 され て い る 。・こ れ が,工NUSEに

お け るUsabilityMaturityモ デ ル(以 下UMM)で あ る。

a)UsabilityMaturityModel:Processes(Earthy,(1998a))

,b)UsabilityMaturityModel=HumanCentrednessScale(Earthy,(1998b))

一 方
,WP5.2で は,・ユ ー ザ ビ リ テ ィ コ ン サ ル テ ィ ン グ を 行 う企 業 と,IT

製 品 の利 用 品 質 の 保 証 を どの 様 に与 え るか という こ とが 検 討 さ れ て い る。 ユ ー

ザ ビ リテ ィ フ ンサ ル テ ィ ン グサ ービ ス を与 え る企 業 につ い て は,前 述 の2つ の

UMM:UsabilityMaturityMode1を 併 用 した評 価 手 法 を提 案 して い る。 ま た,

IT製 品 に つ い て は,「ISO13407に 準 拠 して設 計 さ れ た 」 とい う こ と を どの様

な 手 順 で 評 価 す る か が 案 と し て 示 さ れ て い る。 こ の 文 書 案 に お い て 「認 証

(certification)」 に 必 要 な項 目は 次 の もの と され て い る 。
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登録された製造者の名前と住所

製造場所(上 記の異なる場合)

認証された製品のID

製品が意図する利用状況の記述

製造段階で実施されたアセスメントの詳細

認証機関の名前

全ての認証基準への参照

認証番号と認証の日付

有効期間
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ここでの認証作業は,製 品の製造中 もしくは製造後に顧客または認証機関の

要求により実施され,最 終的に認証を受けた製品は認証機関の発効す る 「マー

ク(未 定)」 を使用することとなっている。いずれにしても,INUSEに よる

認証方法は検討段階であ り,実 現 されているものではない。む しろ,ユ ーザビ

リティを企業の品質システムとして定着させるようなコンサルティング活動の

ツールとして上記の成果が活用 されると予測 される。

2-2.UsabilityMaturityModel=Processes

WP5.1の 成 熟 度 モ デ ル の1つ で あ る 『UsabilityMaturityModel:Processes』

は,表1一 ① ～ ② に示 す よ う に,シ ス テ ム 開発 に お け る 人 間 中 心 設 計 に 焦 点 を

あ て た もの で あ る。こ こ で は,人 間 中 心 設 計 活 動 を,基 本 活 動(BasicPractice)

とそ の 集 合 で あ る プ ロ セ ス に分 け て 定 義 して い る 。 こ こ で の プ ロ セ ス は,ソ フ

トウ ェ ア工 学 で 定 義 され て い る 『イ ン プ ッ トを ア ウ トプ ッ トへ 変 換 す る相 互 に

関 連 した一 連 の 活 動 の 集 合 』 と同 じ よ う に定 義 され て い る もの で あ る。 この プ

ロ セ ス の 中 で,2,3,4,5,6に つ い て は,ISO13407Human-centred

designprocessesforinteractivesystemsに お い て 定 義 され て い る もの と対 応

可 能 で あ る 。

こ の モ デ ル は,人 間 中 心 活 動 の 定 義 と と もに,そ れ らを遂 行 す る た め の 組 織
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表1UMMに よる開発プロセスの人間中心性評価 ①

プ ロ セ ス 基 本 活 動(BasePractice)

1シ スゲム戦絡において鷺CDの 内容 を確

認する
㌔

1) エ ン ドユーザーの声 を表現す る。

2) 市場に関する知識を収集する。

3) システムの戦略を定義 し,計 画す る。

4) 市場 のフ ィー ドバ ックを収集す る。

5) ユ ーザーの トレン ドを分析す る。

壌 慧C簿季続きを讃函する
玉

1) ステークホルダーを明確 にす る。

2) ステークホル ダーの意見 を聞 く。

3) ユ ーザ ーの開発への参加 を具体的 に計画す る。

4) HCD手 技 法を選択す る。

5) プロジェク ト内でHCDア プ ローチ を明確 にす る。

6) HCD開 発プロセス を計画す る。

7) HCD開 発プロセス を管理す る。

8) HCD活 動 を組織 的に支援す る。

9) HCD開 発の支援体制を整備する。

3ユ ーザー と親 織の要求 を1持定鷺す る 、

;

1) システムの 目標 を明確 に し,文 書化す る。

2) ス テー クホルダーの リス クを評価す る。

3) システムを定義する。

4) ユーザ ーと組織 の要求を生成す る。

5) ユーザ ビリティの 目的を設定する。

4稀 職 鼓涜を理解 起,糠 定鵜す為'　
、'

1) ユーザ ータスクを確 認 し,文 書化す る。

2) 重要 なユーザ ー属性 を明確 に し,文 書化す る。

3) 組織環境 を確認 し,文 書 化する。

4) 技術環境 を確 認 し,文 書化する。

5) 物理環境 を確認 し,文 書化する。
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表1UMMに よる開発プロセスの人間中心性評価 ②
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プ ロ セ ス 基 本 活 動(BasePractice)

嚢 ヂザイン解を舞戚す篇 、

1) 機能を分担す る。

2) 合成の タス クモデ ルを作 る。

3) システムデザ インを作 る。

4) 現行知識をデザイン解を開発するために使 う。

5) システム を特定 してゆ く。

6) プロ トタイプを開発する。

7) ユ ーザー訓練 を開発する。

8) ユーザーサポー トを開発す る。

、

奪"裏 塞に対穏竃ヂぜインを認穣iする
ヒ

'.'二

玉

1) 評価 の文脈 を特 定化 し,評 価す る。

2)
システムの要求 を定義す るため に初期 のプロ トタイ

プを評価 する。

3)
デザ イ ンを改 善す るた めに プロ トタ イプを評価 す

る。

4)
システムへ の要求に適合 して いるか チェ ックするた

めにシステム を評価す る。

5)
システムが要求 された行動(ス タイル,規 格,法 規

な ど)が とられたか評価す る。

6)
システムが組織 やユーザー要求 に適合 し続 けるかを

評価 する。

、

?シ 筑テム壱設難 し,,稼 働 慧せ 蕎 ド 、
=

ρ'、

1) 変化 を管理する。

2) 組 織や ス テー クホル ダーへ の イ ンパ ク トを決定 す

る。

3) カス タマ イズ とロー カルなデザ インをする。

4) ユーザー訓練 を導入す る。

5) 計 画 した活動についてユーザ ーを支援す る。

6) 作業環境を人間工学に基づいて設計する。
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能 力 レベ ル に つ い て も定 義 さ れ て い る。 こ の 能 力 レベ ル は,ISOTR15504

Softwareprocessassessmentに 記 述 され て い る6レ ベ ル を 流 用 して い る。 こ

の レベ ル を 表2に 示 す 。

表2人 間中心活動のプロセス遂行能力の6段 階

レベ ル0

レベ ル1

レベ ル2

レベ ル3

レベ ル4

レベ ル5

不完全(プ ロセスが遂行されない)

遂 行(個 人的な努力で行われる)

管 理(要 求に応じた品質を供給する)

確 立(組 織的にプロセスが遂行される)

予 測(プ ロセスが定量的に管理される)

最 適(状 況に応じてプロセスが最適に管理される)

2-3.UsabilityMaturityModel=HumanCentrednessScale

WP5,1の もう一方の成熟度モデルは,組 織のユーザビリティ活動の達成度

合の成熟度 レベルを示す ものである。このモデルの用途は,開 発組織の人間中

心性 を評価改善するものである。表3① ～② に成熟度のレベルを示す。この成

熟度のレベルには,開 発姿勢,人 間中心技術,開 発管理活動が融合 されている。

そのため,プ ロセスの成熟度に比べると,定 性的な評価結果となると推定され

る。 このモデルの根拠は,そ れまでの欧州のプロジェク トの実証的な研究が基

になっているとされる。そのため,国 内企業への適用は企業文化の差異からく

る問題が予測されるが,パ イロット調査では提案されているレベルは国内でも

適用可能と判断される(平 沢,2000)。

また,こ のモデルは他の成熟度モデルと併用 して利用できるとされている。

2-3.UMMの 背 景

UMMは,ヒ ュ ー マ ン フ ァ ク ター コ ンサ ル テ ィ ン グ(以 下HFコ ンサ ル テ ィ

ン グ)1)活 動 の た め の 支 援 手 法 と し て 考 え られ た もの で あ る。 そ の 主 な 目的 と

1)ヒ ュー マ ンフ ァク ター コ ンサ ル テ ィ ング(HumanFactorConsultancy):国 内

に は,こ の文脈 に対 応す る人間工 学専 門家 に よる コ ンサ ルテ ィングは ない ため人

間工学 コ ンサ ルテ ィング とせ ず,原 文 に基づ い て ヒュー マ ンフ ァク ター コンサ ル

テ ィ ング とした。
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表3UMMに よる開発組織の人間中心性評価 ①

xユ 紳 ザ ・一に紺 す る無 灘心

A測 襯贔質の認識

A1利 用 品質 に対す る問題 認 識

A2開 発 プ ロセスで の活動

A21ユ ー ザー情 報 の収集

A22ユ ー ザー要 求事 項 に関連 した 活動

B稠 爾贔質への対慮

B1利 用品 質の理 解

B11利 用 品質 を理解 す るため の訓練

B12人 間 中心設 計 のため の手法 の 訓練

B13人 間 とシステ ムの相 互関係 の理 解

B2ユ ーザ ーへ の焦点

B21ユ ーザ ー につい て考 察す る過程

B22利 用状 況 を理解 す る過程

c入 麗中心設欝プ鷺セスの鍵雑

C1ユ ーザ ー参加

C11積 極 的 なユ ーザ ー参加

C12ユ ーザ ーの経 験 の引 き出 し

C13エ ン ドユ ー ザー に よる要求 定義

C1.4ユ ーザ ー評価 の継 続

C2ヒ ュー マ ンフ ァク ター 手法

C21適 切 な人間 中心設 計方 法の 整備

C22適 切 な設 備 と道具 の整備

C23人 間 中心 設計 方法 の管 理

C3ヒ ューマ ンフ ァク ター技 能

C31要 求 され る技術 の判断

C32適 切 な技 能 の開発

C33適 切 なス タ ッフの配置

しては,1)自 社あるいは,ク ライアントの開発プロセスの改善,2)ユ ーザ

ビリティサービスの外注を決定する場合の評価にあるとされる。しかしなが ら,

これらは国内の状況には必ずしも適合 しているとは言えない。その背景には,
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表3UMMに よる開発組織の人間中心性評価 ②

の 鶴 磐 蝉 吻 ルへ磯 膏

D1開 発 システ ム との統 合

D11品 質 システ ムへ の統 合

D1.2ヒ ューマ ンフ ァク ター活 動 の浸透

D1.3ユ ー一・一・ザー 要求 事項 の適切 な運 用

D2人 間 中心設 計 に よる改善

D21評 価結 果 の フ ィー ドバ ック

D2.2フ ィー ドバ ック に基 づ く変 更

D3繰 り返 し設 計

D31繰 り返 し設 計 に よる リス クの最 小化

D3.2設 計解 の繰 り返 しの 管理

D3.3繰 り返 しを管理 す る設計 目標 の活用

鷺 盃業における髄鍵化

E1人 間中心 設計 を進 め る リー ダー シ ップ

E11ユ ーザ ビリテ ィ計 画管 理

E1.2シ ステ マテ ィクな利用 品質 改善

E1.3人 間中心 によ る組 織 の改善

E2組 織 にお け る人 間中心姿 勢

E2,1利 用 者 中心活 動の組 織 的浸透

E2.2人 間中心 設計 の技 能 の浸 透

未だ,ユ ーザビリティ活動が浸透 していないことがある。さらに,重 要なこと

は,前 述 した 『プロセス』の概念が開発活動の中で理解 されていないことがあ

げ られる。UMMの 背景には,図1に 示すように,ISOTR15504,ISO13407,

そ して,成 熟モデルの考えの基 となっているカーネギメロン大学のソフトウェ

ア研究所によるCapabilityMaturityModel(以 下CMM)が ある。 これ らの

モデルが対象 とするのは,開 発ライフサイクルにおけるプロセスであり,こ の

改善を目指 して開発されたものであるが,国 内ではこのプロセスをマネージメ

ントする概念が浸透 していない。

一方
,同 じ成熟度でも,ISOTR15504とCMMで は対象 とするものに差が

ある。前者はプロセスの発展的な能力 に着目し,後 者はプロセスを生む組織の
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UMM:Human

CentrednessScale

OrganizationalCapability

UMM:Process
Process

Capability
lSOTR15504

CapabilIty

MaturltyModel

Softwareprocessassessment

lSO13407

Human-centreddesignprocessesfor

interaCtiveSyStemS

図1UMMに 影響を与えるモデル

状態に着 目している。 これが,UMMの2つ のモデルに影響 を与 えていると

考 えられる。 したがって,国 内においてUMMの ような成熟度モデルの開発

を検討するならば,ISOTR15504とCMMの 理解は必須である。

3.Easonに よ る モ デ ル

情報 シス テムにおける社 会技術 アプローチ を推進す るEasonら の英 国

Loughborough大 学グループは,表4一 ①～③のような利用者中心設計の成熟

度モデルを提案 している。このモデルは,UMM:Processesに 影響 を与え

たと言われるとお り,プ ロジェク ト構成 と開発使命以外 は,開 発プロセスにつ

いての定義か らなっている。 また,要 求分析マネージメン ト,シ ステムデザイ

ン,形 成的評価については,ISO13407と 対応が可能である。

このモデルの対象は,情 報 システム開発である。そして,情 報 システム開発

に対 して,人 間中心プロセスを統合することをね らいとしている。従来の開発

ライフサイクルには,人 間中心設計プロセスは存在せず,シ ステム開発におけ

るどこかのプロセス中の活動に組み込まれていた。例えば,ユ ーザーインター

フェース設計は,設 計プロセスの活動 としてのみ位置づ けられていた。本来的



表4一 ①Easonに よる人間中心設計のための成熟度モデル ①

プ ロジェク ト構成 と開発使 命 要求分析マ ネージメ ン ト

開発使命の統合 ステー クホル ダー との契約 繰 り返し開発 ステークホルダー要求創出 統合化設計

開発使命は開発されるべき ス テ ー クホ ル ダー は,シ ス 開発は,変 更がある場合に 広範 なステークホル ダーに 部分 システムとユ ーザー要

技術システムの観点から単 テ ム を委 託 した 人 あ る い 繰 り返すための形式的な仕 よって,将 来システムへの 求を適合させることを促進

曖昧 純に定義 され る。 は,シ ステム を開発す るこ 組 みがない まま,直 線的 と 重要な要求がもたらされる す る機構 が,開 発プロセス

とを契約した人たちに限定 仮定 される。 かもしれないとは理解され の 中に存在 しない。

される。 ていない。

デザ インテーマ は,広 範 な 開発にステー クホルダーが 繰り返し設計は必要になる 数名 のステー クホル ダーで ユ ーザ ー要求に適合 させ な

問題を考慮する必要がある 携わる必要を認識している だろ うとい う認識 はあるも 要求分析がなされることは ければな らない とい う認識

自覚 とい う認識 はあるが,正 式 ものの,制 度 に賛 同を得 て のの,正 式な開発 プロセ ス あるが,こ のプロセスを支 はある ものの,ユ ーザニー

な形式 に入 っていない。 いないか,あ るいは,正 式 の外で行われてい る。 援するための補助や方法が ズに合わせる設計努力に有

に認め られ ていない。 な い。 効 な制 度がない。

使命 は,着 目すべ き,既 知 限定 された数 のステークホ 開発初期 において,繰 り返 通常の要求分析手法を利用 ユ ーザ ーへの配慮 を取 り扱

のビジネスおよび組織的な ル ダーが,開 発 の部分 的な し設計をするための限定さ して,ス テー クホ ルダー要 うための正式な機構を取 り

啓発 問題 を限定 して取 り扱 う。 仕組みの中で機能するよう れた機会 をつ くり,計 画 し 求分析がある程度試みられ 込 む部分的な試行的努力

な正式 な体制が ある。 た開発プロセスの中で試行 て い る 。 が,レ ビュープ ロセ スの範

的 に行 う。 囲で行われてい る。

使命は,組 織的な変化が起 すべての ステークホルダー 必要 とされ るとどこでも, ステー クホル ダーが システ ステー クホル ダーの要求 に

こ りうるという認識 の もと が明確 にされ,'開 発 プロセ 繰り返し設計の機会が設定 ムへの要求分析に従事でき 適合 しているかを考慮する

知恵 で,ビ ジネス機能 を支援 す スの中に介入する最適な方 され る ることを支援する方策が こ とが,プ ロジェク トレビ

るもの としてシステムを定 法が見つ け出される。 様々に模索 され る。 ユーの範 囲内で,初 め て完

義 している。 全 な形式で行われ る。

使命は常に総合的な操作系 開発 に責任 のあるプロ ジェ 開発 プロセ スにお いて,す ステー クホ ルダーが将来 シ すべ での システムの側面 に
一ビジネス機 能を提供 する ク ト組織 は,通 常,す べ て べての ステージで,か つ, ステムへの要求 を創 出 し, おいて,要 求 と提案 され た

確信
社会技術 システムの点か ら

構築 される。

の重要 なステークホル ダー

に関連す る役割 と関係 を含

すべての設計 レベルでの繰

り返し設計をする機会が実

かつ,そ れ を検証で きるよ

うにするため に,す べての

解 決案 とが適合 してい るか

を常 に レビューす ることを

んでい る。 現 されて いる。 開発ステー ジでその ための 推 進するマ ネー ジメジ トプ

手法が存在する。 ロセスが存在す る。
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表4-一 ②Easonに よ る人間 中心 設計 の ための成 熟 度モ デル ②

システムデザイ ン 形成的評価

ユーザー中心の技術設計 ユーザ ー中心 の購i入と契約 ユーザー中心の社会システム設計 ユーザ ビリティの初期評価 初期の受容評価

ユ ーザーへ の配慮な しに, ユ ーザ ーを考慮する ことな 開発 プロセスにおいて,技 技術 システムの開発 プロセ 将来のユーザー に対す るシ

曖昧
技術 とコス トの基準で設計

解 が開発 される。

しに,技 術 とコス トを基準

に,ソ リューシ ョンが購入

術システムを操作する社会

システムの変化が考慮され

ス におい て,技 術設備へ の

ユーザ ビリティ評価 は行わ

ステ ムの受容 テス トを開発

プロ セ スの 初期 に行 わ な

あるいは契約される。 ていない。 れてい ない。 いo

人間への配慮が必要である ユ ー ザー とス テー クホ ル 社会システムがもたらす影 ユーザ ビリティの問題 が重 組織的な問題 と受容の問題
こ とが認 識され るように な ダーは,技 術 とコス ト基準 響があることを理解 してい 要であ ることが認 識され, があることを認識 し始める

自覚
るが,こ れを取 り扱 う公認

の,あ るいは正式 な手法が

を超えたものに関心がある

という認識が次第に理解さ

るが,開 発チ ームが とれ る,

あるいは とるべ き行動が受

非公式に開発チームの中の
評価が個別に行われるよう

が,開 発チ ームには どの よ

うな行動 を とればいいかの

な い 。 れつつ あるが,契 約の際 に け止 め られていない。 になる。 展望が ない。

はその仕様 がない。

設計が進められるにつれ 購入 時の評 価,あ るい は仕 変化 とシステム導入のプロ 初期の プロ トタイプが構 築 開発 プロセスにおいて,組

て,人 間の問題が重要 なも 様作成の際の一般要求の中 セスを計画 し,組 織への設 され,そ れを システマテ ッ 織的な受容を評価 した試み

啓発
のとして取り扱われ,適 切

な手法や知識が求め られ

で,人 間関連問題 をカバー

す る最 初 の試 み が 行 われ

置において技術(設 備)を
どうすれば最適に提供すれ

クにユ ーザビ リテ ィ評価 を

行 う努力 が払われる ように

が初 めてな される。

る 。 る 。 ばよいかを考慮する試みが な る。

なされる。

設計時に重要であると認め 購入計画に,入 間要求が特 技術設計と並行して,社 会 予定している技術特性やイ ユ ーザ ー中心 の受容評価 を

られた,あ る範囲の人 間関 定 され,続 くステージでは, システムの問題を調査する ンターフェースの初期プ ロ 利用 し,評価結果を社会シ

知恵 連 の問題を取 り扱 うことの この要求に対して製品がテ 方法が,開 発初期から導入 トタイプへ のユーザー評価 ステムと技術 システムへ適

できる手法や知識が求めら ス トされ る 。 さ れ る 。 の経験 が蓄積 される。 用 した試 みの証拠 がある。

れ る 。

開発プロセス において,人 購 入プロセス において,人 社会システム設計や組織変 開発 プロセスにおいて,技 将来 のユ ーザ ーに よる組織

聞側の基準を完全に配慮す 間基準が存在 し,サ プライ 化の計画についての考察 術特性 のユーザ ビリテ ィ初 的なシステムの受容への初

る ように計画 し,人 間工学 ヤーに人間工学の手法や知 が,正 式に開発 プロセス に 期評価,プ ロ トタイピング 期評価 をす るために,そ の

確信 の手法と知識をこの基準に 識を活用す ることを求 め, 含まれる。 設計,ユ ーザーテステ イン 要求分析が公式に行 われ

合わせる ように利用す る。 かつそれに適合 してい るか グのための便宜と方法が提 る。

どうかを評価す るプロセ ス 供 される。

がある。
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表4一 ③Easonに よる人間中心設計のための成熟度モデル ③

支 援 と 設 置

システムの設置と変化マネージメント ユーザーサポー ト 健康と安全対策 カスタマイズとローカルな設計 総括的な評価

システム設置 とそれに伴 う システム設置の前,途 中, システム開発や設置の プロ ローカルな部分の開発計画 実際の システム利用 に関す
変化 が派 生 す る フ ェー ズ 後における,ユ ーザ ーの支 セスにおいて,ユ ーザーの への要求に合わせるため る評価が行われず,開 発

曖昧 で,ユ ーザー と協調 して作 援,ト レーニ ングの提供が 健康と安全への暗示がある に,シ ステム をカスタマ イ チームやユーザー関連のマ

業する ことが ない。 開発計画の中 にない。 こ とに気づいてい ない。 ズする際,ユ ーザー を支援 ネージ メン ト部門ヘ フィー

す る仕組みが ない。 ドバ ックされ ない。

技術的なシステム設置にお シス テ ム設 置 の 期 間,ト 健康と安全への暗示がある ユ ーザーが システ ムをカス 経 験 を利 用 す る こ とや,
いて も,ユ ーザ ーの問題 を レー ニ ン グ へ の ニ ー ズ, こ とを気 づ い てい る もの タマ イズ し,そ の支援 を要 ユ ー ザ ー コ ミ ュニ テ ィー か

自覚
取 り扱う必要性に気づ き始
めているが,責 任や実践に

ユーザーヘ ルプへの対処 的

な対応の必用性 に気づ く。

の,そ れに対する責任と関

連する手法が不明確であ
求 している ことに気がつ い

ている ものの,開 発の 中で

らの逸話的な事例を,系 統
立ってないやり方で収集す

対して同意が得られていな る 。 はサポー トされ ない。 るこ とを思いつ く。
いo

開発プ ロセ スの中で,利 用 例 えば,マ ニ ュ ア ル,シ ス 健康と安全に暗示的に影響 開発が進む につれ てカスタ システムの利用 とユ ーザ ー

者中心のシステム設置 と組 テ ム サ ポ ー ト,ト レー ニ ン する もの を評価 し,派 生す マ イゼー シ ョンへ対処 的に の反応への実証結果を収集

啓発
織変化を計画し,こ のプロ
セスを支援する方法を探索

グ,ヘ ル プデ ス クな どの

個々の対応 を通 じて支援 が

る問題 をマ ネー ジメン トす

るガ イ ドと方法 を探索す る
対応 し,シ ステム設置後 に
ローカルな,非 公式の支援

す るために,マ ー ケティン

グ調 査やバ グレポー トなど

す る 。 行われ るが,こ れ らが統 合 ことが試み られ る。 を行 う。 の現 存する フィー ドバ ック

したアプ ローチで はない。 を活用する。

関連ユーザー グルー プに関 ユーザーの支援ニー ズを理 システムの開発 と利用のす カ ス タマ イ ゼー シ ョンの システムの利用 とユーザー

して,シ ス テム設置 と変化 解する ことと,統 合 された べてのステー ジにおいて, ニーズがある場合 は,そ の の反応に対す る,シ ステマ

マネー ジメン トを計画 し, 支援の提供を計画すること 健康 と安全問題 を取 り扱 機 会を提供 し,ロ ー カルな テ ィックで方法論的 にしっ

知恵 ユーザー を支援す るための が,シ ステム設置の前,途 い,必 要 な場合 は,ト レー システム設計 をユーザ ー中 かりした調査が初めて行わ
手法を提供す る。 中,後 において試 され る。 ニ ング と方法 を提供す る, 心 に よって行 うように計画 れ,こ の結果が関連す るス

システマテ ィックな試みが す る 。 テー ク ホ ル ダー に送 られ

行われる。 る 。

正式にシステム設置と変化 継続的 なユーザー支援 をす システムの開発 と利用のす カス タマ イズす ること,お 開発プ ロセスの中で,正 式
マネー ジメン トへの計画が るための,す べての便宜 を べてのステー ジにおいて, よびロー カルな設計 を通 じ に シ ステ ム の 利 用 とユー

開発 プロセスの中で行わ 統合 した計画 と,そ の支援 健康と安全への手続遵守に てユーザー を支援す ること ザーの反応に対する総括的
確信 れ,こ こで,開 発者 とユ ー のためのすべての書式を作 対する責任 につい て,正 式 へ の開発理念と実践があ な評 価 と,こ の 結 果 を ス

ザーとの責任が明確にされ 成する手法に対する責任が に明記す ることが,開 発 プ る 。 テ ー クホ ル ダー に フ ィ ー ド

る 。 開発プロセスの中で派生す ロセスの中で行われ る。 バ ック される ことが開発 プ

る 。 ロセスの中 にあ る。
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には,ユ ーザーインターフェースはユーザーの業務から来る影響が決定的であ

り,要 求分析 と切 り離す ことができないものである。 したがって,人 間中心活

動は設計活動の一一部にとどめるものではな く,開 発プロセス全体に統合される

必要がある。 これが,こ のモデルの前提 となっていると考 えられる。

また,成 熟度の発展段階は,組 織を人格に見立て人間中心プロセスの要求が

曖昧な状態から確信に至る段階へ定義 している。この考 えは組織が個人と同じ

ように学習 してゆ くという概念 に通 じるものである。

4.DEKITZプ ロ ジ ェ ク トに よ る モ デ ル(Geis(2000))

ドイッでは,国 際的な検査機関 として著名 なTUVReinlandな どが中心 と

なったDEKITZプ ロジェク トによって,ユ ーザビリティ活動を評価する方法

が検討されている。この方式の次のような特色を指摘することができる。

口 品質システムに統合

口 組織的な成熟度を対象

口 継続性を評価

まず,品 質 シス テ ム との 統 合 で あ る が,こ れ は,ISO9000sで 規 定 され て い

な い ユ ー ザ ビ リテ ィ を 品 質 体 系 に組 み 込 む こ とに よっ て,包 括 的 な 品 質 シ ス テ

ム と して 統 合 す る と い う考 え方 で あ る 。 この ユ ー ザ ビ リ テ ィ を保 証 す る仕 組 み

に,ISO91261nformationtechnology-Softwareproductevaluation-Quality

characteristicsandguidelinesfortheiruse,ISO9241-11Ergonomicsre-

quirementsforof丘ceworkwithvisualdisplayterminals(VDTs)-Partll:

GuidanceonusabilityとISO13407を 活 用 す る とい うア イ デ ア で あ る。

次 の 組 織 的 な成 熟 度 を 対 象 にす る とい う考 え方 は,よ り人 間 中 心 な製 品 を 開

発 す る プ ロ セ ス を実 現 す るた め に は そ の 組 織 能 力 の 成 熟 度 が 必 要 で あ る と言 う

考 え に基 づ い て お り,前 述 のCMM,ISOTR15504に 通 じる もの で あ る。
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活動の継続性 はISO9000の 反省に基づ く考 え方である。文書審査だけであ

れば,審 査後から次の審査近 くまで,規 格に対応 しているかどうか不明である。

この継続性 を見るために,文 書適合の有無を判断するのではな く,初 期導入,

再活動可能,持 続的改善の3レ ベルを設定 した評価体系を検討している。他の

成熟度モデルと比較 して3レ ベルに集約 した理由は,レ ベル向上にかかる期限

の短縮 を意図 したものと言われる。例えば,CMMで は,1レ ベルの向上 に

は少なくとも1年 の年月が必要 と要 されると言われるため,最 終段階にゆ くの

は少なくとも6年 の年月が必要 とな り,そのための継続的な投資が必要となる。

表5一 ①～③ に,各 レベルに応 じた評価項 目を示 した。項 目の分類は筆者が

行 った。表のように,各 レベルは19の チェック項 目から構成 されている。 この

項 目には,プ ロセス管理,活 動,人 材,文 書管理,品 質システムなど種々のス

ケールが混合 されている。現段階では,こ の項 目が示 されただけで,実 際の評

価方法については不明である。

他 に,こ のDEKITZプ ロジェク トの評価方法の特徴 として,ISO9000の よ

うな文書評価ではな く,実 活動を面接 と観察によって評価 されることがあげら

れる。さらに,各 レベルの評価が認証 されるには,そ のレベルの全ての項 目が

クリアされていることが必要となっている。厳 しい評価方法であると同時に,

評価者 にとっては熟練 したスキルが求められる。

5.成 熟度モデルの比較

これまでのユーザビリティに関する成熟度モデルについて,そ のねらい,対

象か ら検討 してみる。

5-1.モ デルのねらい

成熟度モデルの起点 となったCMMは,米 国の国防省がクリテ ィカルなシ

ステム開発 を安心できる組織に発注 したいという要望から,カ ーネギーメロン

大学のソフ トウェア工学研究所ヘ ソフ トウェア開発プロセスの成熟度を評価す



表5一 ①DEKtTZプ ロジ ェク トによ るユ ーザ ビ リテ ィ活動 の成 熟 度 モデル ①

品質システムと
の統合

ユ ー ザ参加 要求工学技術者 ユー ザ ビ リテ ィ技術 者

No 1 2 3 4 5 6 7

ユ ーザ ビ リテ ィ ユ ーザ は利 用状 要求工学技術者 ユ ーザ ビリテ ィ ユ ー ザ ビ リテ ィ ユ ーザ ビリテ ィ ユ ーザ ビ リテ ィ

初 は品 質 ポ リシー 況分析に参加す はユ ーザ と共 に 技術者は設計に 技術者は調整役 技術者はユーザ 技術者は最初の
期
導

の部 分で あ る。 る 。 利用状況を同定 コ ンサ ル タ ン ト としての機能を ビ リテ ィの分 析 設計 の テス トフ

入 す る 。 として参加す 持 た ない 。 と測定の経験を エーズか ら参加

る 。 もつ 。 を始 め る。

ユ ーザ ビ リテ ィ ユ ーザ は利 用状 要求工学技術者 ユ ーザ ビリテ ィ ユ ー ザ ビ リテ ィ ユ ーザ ビリテ ィ ユ ーザ ビ リテ ィ

は品 質 ポ リシー 況分析と結果の は設 計チ ー ムの 技術 者は設計 技術者はプロト技術者はユーザ 技術者はプロト
再
活 と品質ハ ン ドブ 妥当性評価に参 一員であり設計 チー ムの一 員で タイピ ン グプロ ビ リテ ィ分析, タイ ピン グ過 程

動 ックの部 分 であ 加 す る。 決定 に貢献 す あり設計決定に セスの調整役で 評価,プ ロ トタ か ら参加 す る。

可
能

る 。 る 。 貢 献す る。 あ る 。 イ ピ ング に関 し

て教育され実務

経験 を もつ。

品質 ハ ン ドブ ツ ユ ーザ はす べ て 要求工学技術者 ユ ーザ ビ リテ ィ ユー ザ ビ リテ ィ ユ ーザ ビ リテ ィ ユ ーザ ビ リテ ィ

クにはユ ーザ ビ の プロ ジェ ク ト は調整者 であ 技術 者は設計 技術者はプロト技術者はユーザ 技術者はプロジ

持 リテ ィ実 施 のた フ ェーズ に参加 り,組 織 内の 部 チ ー ムの一 員で タイ ピン グ過程 ビ リテ ィ分析, エ ク トの 当初 か

続 め の活動,費 用, す る。 門を越えた役割 あり設計決定に の調整役 であ 評価,プ ロ トタ ら参加 す る。
的 c

改 リ ソー スが記 述 を持 つ。 責 任 を持つ 。 り,組 織 内の 部 イ ピ ングに関 し

善 されて い る。 門を越えた役割 て教育,実 務経

を持 つ。 験,証 明書を持

つo

〉
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表5一 ②DEKITZプ ロ ジ ェク トによ るユ ー ザ ビ リテ ィ活動 の成熟 度 モデ ル ②

タス ク分析 要求分析 設計手法

No 8 9 10 11 12 13 14

初
期
導
入

タスク分析は与

えられた利用状

況に基づいて行

われる(利 用状

況 の改善 はな
い)。

要求 分析 はマー

ケ ッ ト分 析 に基

づ いて のみ行 わ

れ る。

設計は受け入れ

られるかどうか

の次元でテス ト

される。

ス タイル ガイ ド

が 存在 し適用 さ

れ てい る。

ス タイル ガ イ ド

に適合 してい る

か ど うかが テ ス

トされて い る。

プ ロ トタイプが

文書 化 され る。

手法を体系的あ

るいは形式的に

適用している。

再
活
動
可
能

タス ク分析 は与

え られ た利用状

況 とクレー ム分

析 に基づ い て行

われ る。

要求分析は実際

の利用状況に基

づ いて行わ れ

る。

設計 はユ ーザ ビ

リテ ィ問題 を明

らか にす る 目的

の ため,プ ロ ト

タ イ プ 化 さ れ

る。

ス タイル ガイ ド

が 存在 し,ユ ー

ザ ビ リテ ィ標準

(例 え ば,

ISO9241)に の

っ とって適 用 さ

れ る。

ス タイ ルガ イ ド

へ の 適合性 が テ

ス トされ,初 期

使用 にお け る問

題が 明 らか に さ

れ る。

プロ トタイプが

文 書化 され,要

求 と設 計が妥 当

化 され る。

各種手法の適用

が過去の経験に

基づいて適用さ

れ,手 法がカス

タマ イズ され

る。

持
続
的
改
善

タスク分析は与

えられた利用状

況とクレーム分

析に基づいて,

利用状況改善を

含 んで行 われ

る。

要求分析は実際

の利用状況にお

けるユーザとの

直接の会話に基

づいて行 われ

る。

設計 は,ユ ーザ

ビ リテ ィ問題 を

特 定す るた め に

試作 され,そ れ

には利 用 シナ リ

オ を含 む。

ス タイ ルガ イ ド

が,状 況 の特定

ニ ーズ に従 って

カス タマ イズさ

れ てい る(例 え

ばISO9241)。

製品テストにお

いて長期使用に

おける問題が明

らかにされる。

持続的な改善を

めざした要求や

設計のための公

式文書化システ

ムがある。

過去の経験に基
づく手法の改善

や見直しが定期

的に行われる。
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表5-一 ③DEKITZプ ロ ジ ェク トによ るユ ーザ ビ リテ ィ活動 の成熟 度 モデル ③

ユ ー ザ ビ リテ ィ

活 動

ユ ーザ プ ロフ ァ

イル

ユ ー ザ ビ リテ ィ

品質
総括的評価

No 15 16 17 18 19

ユー ザ ビ リテ ィ ユ ーザ に 関す る 製品 のユ ーザ ビ 開発 プロ ジェ ク 発見された問題

初
活動 は設計 フ 文書 は潜在的 リテ ィはユ ー ザ トは最初に製品 や欠点は将来の

期 エ ー ス の み で, ユ ーザ の想 定 さ ビリティ技術者 を リリース した 製品開発に生か

導 しかも製品設計 れた タス ク に基 の意見に依存す 時点 で終了す すように体系的
入

完成 後 であ る。 つ い てい る。 る 。 る 。 な考慮がされて

い る 。

設計決定がユー ユ ーザ に 関す る 製品 のユ ーザ ビ 開発 プロ ジェ ク 問題や欠点はフ

再 ザ ビ リテ ィ効 果 文書は使用にお リテ ィはプ ロ ジ トは(製 品 の リ イ ー ドバ ッ ク チ

活
動
可

に対 して評価 さ

れ る。

ける製品への要

求に基づいて記

エクト経験の文

書に積み上げら

リー ス後)使 用

にお ける欠 点が

ヤンネルを通じ

て同定され体系

能 述 される。 れ る。 同定されてから 的 に分析 され

終 了す る。 る 。

すべ て の フェー ユ ー ザ に関す る ユ ーザ ビ リテ ィ 開発 プ ロジ ェク 問題や欠点に基

ズ にお いて,各 文書は製品使用 品質 システ ムが トは,製 品販売 ついて製品の周

持 種決定がユーザ において発見さ あ るの で,新 し 後すぐに終了さ 期的改善が実施
続
的
改

ビリティ効果に

対して評価され

れた問題に基づ

いて定期的に修

い メ ンバ ー は標

準化 の知 識 を得

れ,製 品の欠陥

は修正担当の設

さ れ る 。

善 る 。 正 され る。 る こ と が で き 計 チ ー ム に フ

る 。 イー ドバ ッ ク さ

れ る。
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る枠組みの開発 を依頼 した ことに端を発す る。 したが って,CMMの 導入が

目指すねらいは,開 発 日程の予測を正確に立てられること,開 発の実績が目標

に近づいてゆ くこと,そ して,開 発効率が上が り目標が前倒 しになることであ

るとされる。 したがって,も ともとの成熟度モデルは,複 雑なソフ トウェア開

発プロセスが適切に管理 されているかを測定する尺度であった。別な見方 をす

れば,共 同開発 をする上で,対 象 となる開発組織の信頼性を測 るものであった

とも言える。ISOTR15504はCMMの 影響 を受けているので,こ のね らいの

基にある。

一方
,Easonら の直接 の目標は,開 発 プロセスへの人間中心活動の定着 に

ある。 しか しながら,定 着そのものが 目的ではなく,最 終的には人間中心活動

の前提 となる効果を得ることがね らいであると言える。この効果については,

ISO13407で は次の4点 に集約している。

a)理 解や使用が容易にな り,訓 練やサポー ト費用 を削減する。

b)ユ ーザーの満足度を向上 させ,不 満やス トレスを緩和する。

c)ユ ーザーの生産性や組織の運用効率 を改善する。

d)製 品の品質を改善 し,製 品の印象を向上させユーザーにアピール し,商

品の競争力を有利にすることができる。

また,対 象が情報 システムである場合,人 聞中心に基づいた開発でない と最

終的に決定的な失敗 を起こす リスクが高 くなる。このリスクを低 くするという

こともユーザビリティ成熟度モデルを活用する上で充分 な説得力を持つ。

DEKITZプ ロジェク トの場合 は,対 象組織のユーザビリティ活動が適切な

活動かどうか,そ してそれが継続 されて行われる可能性があるか どうかを適切

に評価することがねらいである。モデルとしてねらいが限定されていることは,

既にそのような明確な要請があることの証でもある。
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5・-2.成 熟度の対象

UMM:processesの 場合は,そ の対象は人間中心活動であった。その活動

の レベル を規定す ることによって,成 熟度が定義 されていた ことになる。

Easonの モデルもこの方式である。

一方
,UMM:HumanCentrednessScaleの 場合 は,活 動,組 織とその姿勢,

人材,品 質システムなど,様 々要素が混合 された,あ る状態 を対象 としている。

これは,DEKITZプ ロジェク トも同じであるが,前 述のようにユーザビリティ

活動を行 う組織 に限定されている。状態を示す場合は,プ ロセスの場合 よりも

定性的な表現 になる。そのために,大 局的な戦略をつかむことはで きても,新

たな改善提案 を生むには容易ではない。 したがって,単 独な利用の仕方は意図

されていない と考えられる。UMM:HumanCentrednessScaleで も,UMM

:processesと の併用や他のモデルとの併用を推奨 している。いずれにして も,

評価活動の詳細 は明示 されてはいない。モデルの実際の運用についてのノウハ

ウは,別 途用意 されていると推測で きる。DEKITZプ ロジェク トも同様である。

6.お わ り に

本報告では,こ れまでに提案されているユーザビリティに関する主な成熟度

モデルの解説 を行った。現在,国 内でも,ISO13407に 基づいた評価活動の

基準となる成熟度モデルが検討中である(人 間中心設計に関わる国際規格への

対応に関する調査研究委員会,2000)。 開発プロセスの成熟度は,開 発製品の

特性か ら大 きく影響を受け,そ れは,ま た,そ の国の文化構造か ら影響 を受け

ている。例えば,開 発組織での役割が分化されている欧米の組織 と比較 して,

未分化なままで協調 しなが ら開発が進め られる我国とでは,当 然,評 価尺度に

差 を持たせる必要がある。肝心なことは,ロ ーカルな評価尺度と国際的な規格

とのマ ッピングを許容することである。そのためには,新 たな仕組みを立ち上

げるための国際会議に積極的に参画してゆくことが必要である。残念ながら国

内の現状は,物 理系の技術 に比べ,人 間系の技術への関心は低 く,シ ステム技
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術の立ち遅れの大きな要因ともなっている。そのための研究開発体制,人 材育

成は急務な問題である。

また,人 材育成に関 しては,こ れまで提案されている成熟度モデルでは,明

確には触れ られてはいない。プロセスを規定 して,そ れに応 じた人材を育成す

るということが前提 にあると思われる。個々のスキルを上げながら,プ ロセス

を相乗的に改善するモデルについては言及されていないと思われる。開発環境

という人間の外側の変革を得意とする欧米と比較 して,人 間自体の成熟を文化

的背景に持つ我国の場合は,人 間の変革を軸 とした新 しい成熟度モデルを創出

する可能性がある。

最後に,今 回の成熟度モデルは,ど れも企業活動の改善が前提であ り,利 用

者から見た評価ではない。企業活動をコンサルティングする立場か らのモデル

である。製品を利用する立場から見た成熟度モデルも今後模索 される必要があ

り,消 費者団体などに期待す るものである。
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